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Ⅰ．調査の概要
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１．調査の目的

大企業が取り組んでいる「イノベーションを起こすための取組」を調査することを通
じて、主にイノベーションの阻害要因を把握することを目的としている。

日本生産性本部としては、大企業がイノベーションを起こしやすい環境、経営等の
在り方を検討しており、その準備調査の一環として実施した。

２．調査の概要

・実施時期：２０１８年８月２７日～９月２５日

・実施方法：郵送調査

・調査対象：上場企業および資本金３億円以上の非上場企業 ５，０８５社

・有効回答：２３８社（有効回収率４．７％）

３．イノベーションとは

本アンケートでは、「画期的な商品やサービスを生み出す“プロダクト・イノベーショ
ン”だけでなく、“組織イノベーション”など経営に関わるイノベーションも含む。」とし
た。
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４．回答企業の属性：業種と従業員数
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Ⅱ．調査結果の概要
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図１【1つ選択】：大企業の「出島」の設置率は2割（54社）。
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「出島」とは・・・

企業が、画期的なイノベーシ
ョンを起こすため、試行錯誤
を許容する環境として、通常
のビジネスとは独立した形で
運営されるイノベーションの
拠点。
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図２【記述による回答】：「出島」はここ3年間程度で急増。
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図３【該当するものすべて選択】：「出島」は会社の中のスペースへの設置が中心。
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注：ここで言う「社内」は自社の中にスペースを設けている場合、「国内で社内」は日本

国内ではあるが会社と離れた場所を指している。また、「国外」には海外支社の中に

ある場合も含む。
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図４【1つ選択】：「日本企業は破壊的イノベーションを起こしにくい」は6割が賛成。
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「破壊的イノベーション」とは

確立された技術やビジネスモデルに
よって形成された既存市場の秩序を
乱し、業界構造を劇的に変化させて
しまうイノベーションのこと。

資料：クレイトン・M・クリステン
セン ハーバード・ビジネススクー
ル教授
『イノベーションのジレンマ』

（1997年）
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図５【2つまで選択】：「破壊的イノベーション」の阻害要因は「イノベーションのリスクを
取ることに消極的な経営」との回答が6割。
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図６【下記施策それぞれの実施の有無を選択】：イノベーションの環境づくりとして実施
している施策では、「特別な才能を持った人の中途採用」が6割で最多。
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図12【3つまで選択】：効果が大きい施策は「他企業との連携やオープンイノベーション」
「特別な才能を持った人の中途採用」「大学や研究機関との連携やオープンイノベー
ション」など。
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図１３：実施率は低いが効果が大きいのは、「通常の制度とは切り離された特別な報酬体
系や評価制度」。逆は、「勤務時間」や「勤務中の服装」などの自由化・柔軟化」。
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図１４【該当するものすべて選択】：イノベーションを期待できる人材の社外からの獲得手
段として実施しているのは、「取引先や銀行からの紹介」が3割で最多。
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図１５【2つまで選択】：イノベーションを期待できる人材の社外からの獲得手段で、特に効
果が大きい施策は「ベンチャー等の他企業との兼業」が最多、次いで「M&A」。
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図１６：イノベーションを期待できる人材の社外からの獲得手段で、効果は大きいが実施率
が低いは「ベンチャー等の他企業との兼業」で、逆は「取引先や銀行からの紹介」。
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図１７【1つ選択】：イノベーションにより生まれた製品等の商品化の意思決定の基準は、
「企業トップの意思」が4割で最多。
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Ⅲ．最後に・・・
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 日本生産性本部の中に、企業のイノベーションを促進することを目
的とする有識者会議「イノベーション会議」が設けられています。

座長 大田 弘子 政策研究大学院大学教授
コアメンバー 森川 正之 経済産業研究所副所長

柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科教授

URL：https://www.jpc-net.jp/special/innovation.html#dejima

＊本アンケート報告書は上記のURLから読むことができます。


